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公有財産売買契約書 

 
１ 物件の表示 

所 在 地 番 地 目 実測地積（㎡） 

札幌市白石区流通センター７丁目 432 番 327 雑種地 14,884.57 ㎡ 

 

２ 契約金額及び支払方法 

 支払期限 金 額 

Ａ 売買代金                       円 

Ｂ 契約保証金 
本契約締結前までに納付

する。 
           円 

Ｃ 差し引き金額（Ａ－Ｂ） 令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日            円 

本契約第３条及び第４条のとおり 

 

３ その他約定事項 

 内容 

所有権移転・引渡し 上記Ｃを完納したときに、行われたものとする。 

契約に必要な費用 買主が収入印紙代  〇円  を負担する。 

登記に必要な費用 買主が登録免許税を納付する。 

 

４ 契約不適合責任 

 内容 

契約不適合責任 

買主は、売買物件の引渡し以後、売買物件に種類又は品質に関して

契約の内容に適合しない状態があるところを発見しても、売主に対

して追完請求、売買代金の減額請求、損害賠償の請求及び契約の解

除をすることができない。 



 

 

 札幌市（以下「売主」という。）と○○（以下「買主」という。）とは、公有財産の売買について、

次の条項により契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第 1条 売主及び買主は、信義を重んじ誠実にこの契約を履行しなければならない。 

（売買物件） 

第２条 売主は、標記物件（以下「売買物件」という。）を買主に売り渡し、これを買主は、所在及び

面積を確認して売主から買い受ける。 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金〇金額とする。 

２ 買主は、前項の売買代金から次条第１項の契約保証金を差し引いた金〇円を、売主の発行する納入

通知書により令和〇年〇月〇日までに一括納入しなければならない。 

（契約保証金） 

第４条 買主は、契約締結までに契約保証金として、金〇円（売買代金の１０％）の金額を売主に支払

うものとする。 

２ 売主は、買主が前条第２項に規定する義務を履行したときに、契約保証金の全部を売買代金の一部

に充当する。 

３ 売主は、買主が前条第２項に規定する義務を履行しなかったときに、契約保証金の全部を売主に帰

属させる。 

（所有権の移転及び売買物件の引渡し） 

第５条 売買物件の所有権は、買主が売買代金（指定期限までに売買代金を納入しない場合にあって

は、第１８条第１項第３号に規定する違約金を含む。）を完納したとき、売主から買主へ移転する。 

２ 前項の規定により所有権が移転したとき、同時に売買物件の現況での引渡しが行われたものとする。 

（従物の帰属） 

第６条 売買物件に従属する樹木・管理用柵・残置物等は、売買物件の引渡し時から買主に帰属する。 

（登記の嘱託） 

第７条 売主は、第５条第１項の規定により売買物件の所有権が移転したときは、買主の請求により、

速やかに所有権移転の登記を嘱託するものとする。 

２ 前項の登記の嘱託に要する費用は、買主の負担とする。 

（危険負担） 

第８条 本契約締結の時から第５条第２項に規定する引渡しの時までにおいて、売買物件が天災地変そ

の他の売主又は買主のいずれの責めに帰することのできない事由により滅失又は損傷し、修補が不能

又は修補に過大な費用を要し、本契約の履行が不可能となったときは、売主及び買主は書面により通

知して、本契約を解除することができる。この場合、買主は、本契約が解除されるまでの間、売買代

金の支払いを拒むことができる。 

２ 売主は、売買物件の引渡し前に、前項の事由によって売買物件が損傷した場合であっても、修補す



 

 

ることにより本契約の履行が可能であるときは、売主は、売買物件を修補して買主に引き渡すことが

できるものとする。この場合、買主は、売買物件の修補が完了するまでの間、売買代金の支払いを拒

むことができる。 

３ 第１項によって、本契約が解除された場合、売主は、買主に対し、受領済みの金員を無利息で速や

かに返還するものとする。 

（竣工期限等） 

第９条 買主は、令和〇年〇月〇日までに、公募提案型売却の応募時に提出した事業計画書（以下「計

画書」という。）に示した工事を竣工させなければならない。 

２ 買主は、やむを得ず前項に定める期限までに竣工できない場合は、その理由及び新たな期限を書面

により申し出て、同項に定める期限までに売主の承諾を得なければならない。 

３ 前項の承諾を得られた場合において、買主は、売主の承諾した期限までに竣工しなければならな

い。 

（特約条項） 

第１０条 買主は、売買物件が売買契約書添付の物件説明書（別紙）に記載の内容であることを了承し

たうえ、売買物件を買い受けるものとする。 

（契約不適合責任） 

第１１条 買主は、第５条第２項に規定する引渡しの日以後、売買物件に種類又は品質に関して契約の

内容に適合しない状態があるところを発見しても、売主に対し追完請求、売買代金の減額請求、損害

賠償の請求及び契約の解除をすることができないものとする。 

（土地利用指定及び期間） 

第１２条 買主は、第５条第２項に規定する引渡しの日から１０年間（以下「指定期間」という。）

は、計画書の内容に従い、売買物件を利用しなければならない。 

２ 買主は、建築確認等の諸手続きの前に、建築計画の概要と計画書の整合性についてあらかじめ売主

の確認を受けなければならない。また、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規

定による確認済証及び同法第７条第５項の規定による検査済証の交付を受けたときは、それらの写し

を売主に提出するものとする。 

３ 買主は、指定期間内に事業実施上などの理由で計画書の内容を変更する必要が生じた場合は、売主

の承諾を得なければならない。 

（所有権移転等の制限） 

第１３条 買主は、指定期間内において、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。ただし、

計画書において予定されていた場合又はやむを得ない理由によりあらかじめ書面により申し出て売主

の承諾を受けた場合は、この限りではない。 

（１） 売買物件及び売買物件の土地に建築する建物の所有権を第三者に移転又は設定しないこと。 

（２） 売買物件及び売買物件の土地に建築する建物に地上権、質権、使用賃借による権利又は賃貸借

その他使用及び収益を目的とする権利を設定しないこと。 



 

 

（３） 売買物件の土地に建築する建物を区分所有権の目的としないこと。 

（報告義務） 

第１４条 買主は、指定期間内において、計画書の内容に基づく土地利用等の継続に影響を与える事実

が生じた場合には、書面により売主に報告しなければならない。 

（公序良俗に反する使用の禁止） 

第１５条 買主は、売買物件を札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２５年条例第６号。以下

「暴排条例」という。）第２条第１項第１号に規定する暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構

成員がその活動のために利用する等公序良俗に反する用に使用してはならない。 

２ 買主は、売買物件の所有権を第三者に移転する場合には、前項の使用の禁止義務を承継させるもの

とし、当該第三者に対して同項の定めに反する使用をさせてはならない。 

３ 買主は、前項の第三者が売買物件の所有権を移転する場合にも同様に、前２項の内容を転得者に承

継することを義務付けなければならない。 

４ 買主は、売買物件を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して第１項の定めに反する使用

をさせてはならない。この場合において、買主は、同項の使用の禁止を免れるものではない。 

５ 買主は、前項の第三者が新たな第三者に売買物件を使用させる場合も同様に、第１項及び前項の内

容を遵守させなければならない。 

（風俗営業等の禁止） 

第１６条 買主は、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条に規定する営業その他これに類する業の用に供してはならない。 

２ 買主は、売買物件の所有権を第三者に移転する場合には、前項の使用の禁止義務を承継させるもの

とし、当該第三者に対して同項の定めに反する使用をさせてはならない。 

３ 買主は、売買物件を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して第１項の定めに反する使用

をさせてはならない。この場合において、買主は、同項の使用の禁止を免れるものではない。  

（実地調査等） 

第１７条 売主は、指定期間内において、第１２条、第１３条、第１５条又は第１６条に規定する内容

について必要があると認めるときは、買主に対し履行の状況を確認するために質問し、立入検査を行

い、帳簿、書類その他の物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることが

できる。 

２ 買主は、指定期間内において、売主から要求があるときは、第１２条、第１３条、第１５条又は第

１６条に規定する内容について、その事実を証する書類その他の資料を添えて売買物件の利用状況等

を直ちに売主に報告しなければならない。 

３ 買主は、指定期間内において、正当な理由なく前２項の規定による調査を拒み、妨げ若しくは忌避

し又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（違約金） 

第１８条 買主は、次の各号に規定する事由が生じたときは、それぞれ当該各号に規定する金額を違約



 

 

金として売主に支払わなければならない。 

（１） 第１２条、第１３条、第１５条又は第１６条に規定する義務に違反したとき、または第１９条

第２号の規定によりこの契約が解除されたときは、売買代金の３０パーセントに相当する金額 

（２） 第９条又は第１７条に規定する義務に違反したときは、売買代金の１０パーセントに相当する

金額 

（３） 第３条第２項に規定する義務を履行せず指定する期限後に納める場合は、当該期限の翌日から

納入の日までの日数に応じ、その未納入額につき年１４．６パーセントの利率で計算した金額 

２ 前項の違約金は、第２３条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

（契約の解除） 

第１９条 売主は、買主が次の各号のいずれかに該当する場合は、催告せず、この契約を解除すること

ができる。 

（１） この契約に定める義務を履行しないとき。 

（２） 暴排条例第２条第１項第１号に規定する暴力団その他の反社会的団体に該当することが判明し

たとき。 

（買戻し特約及び特約登記） 

第２０条 売主は、買主が第１２条、第１３条、第１５条又は第１６条に規定する義務に違反したとき

は、売買物件の買戻しをすることができるものとする。 

２ 前項の規定により買戻しをすることができる期間は、指定期間とする。 

３ 買主は、前２項に定める買戻しの特約について、登記することを承諾するものとし、特約登記に必

要な書類を売主に提出しなければならない。 

４ 指定期間が経過したとき、売主は、買主の請求により前項の特約事項の抹消登記を嘱託するものと

し、その登記に要する費用は買主の負担とする。 

（返還金等） 

第２１条 売主は、この契約を解除したときは、買主が支払った契約保証金は返還しない。ただし、次

の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金を買主に返還する。 

（１） 売主の責めに帰する事由により契約が解除されたとき。 

（２） 第８条第１項の規定により契約が解除されたとき。 

２ 売主は、この契約を解除したときは、既に受領済みの売買代金を買主に返還するものとする。ただ

し、当該返還金には利息を附さないものとする。 

３ 売主は、この契約を解除したときは、買主の負担した契約の費用は返還しない。 

４ 売主は、この契約を解除したときは、買主が支払った違約金及び買主が売買物件に投じた必要費、

有益費その他一切の費用は返還しない。 

（原状回復及び返還） 

第２２条 買主は、売主が第１９条の規定によりこの契約を解除したとき又は第２０条第１項の規定に

より売買物件を買い戻したときは、売主の指示するところにより、売買物件を引渡し時の状態に回復



 

 

したうえで、売主に返還しなければならない。ただし、売主が引渡し時の状態に回復することが適当

でないと認めたときは、この限りではない。 

２ 前項の場合において、買主は、滅失その他の事由により売買物件の全部又は一部を返還することが

できないときは、その損害賠償として売主の定める金額の支払いをもって返還に代えることができる。 

３ 買主は、売買物件を売主に返還するときは、売主の指定する期日までに売買物件（契約締結後に売

買物件の土地に建築した建物等の存在を原因として第１項ただし書きを適用する場合は、それらの建

物等を含む。）の所有権移転登記の承諾書を売主に提出し、その登記に要する費用を負担しなければ

ならない。 

（損害賠償） 

第２３条 売主は、買主が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠償

を、買主に請求することができるものとする。 

（返還金の相殺） 

第２４条 売主は、第２１条第２項の規定により売買代金を返還する場合において、買主が第１８条に

規定する違約金、第２２条第２項又は前条に規定する損害賠償金を売主に支払うべき義務があるとき

は、返還する売買代金の全部又は一部と相殺するものとする。 

（契約締結の費用） 

第２５条 この契約の締結に要する費用は、買主の負担とする。 

（相隣関係等） 

第２６条 買主は、売買物件の引渡し以後においては、十分な注意をもって売買物件を管理し、近隣住

民その他第三者との紛争が生じないよう留意するとともに、万一紛争が生じた場合には、全て買主の

負担と責任において解決しなければならない。 

２ 買主は、事業に着手するにあたって、近隣住民や地元関係団体からの要望等に対し、誠意をもって

協議に応じなければならない。 

（管轄裁判所） 

第２７条 この契約について訴訟等が生じたときは、売主の事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審

の裁判所とする。 

（契約に定めのない事項） 

第２８条 この契約に疑義が生じたとき又はこの契約に定めのない事項については、売主及び買主が協

議のうえ定める。 

 

 この契約を証するため、本書を２通作成し、売主及び買主が記名押印の上、各自その１通を保有する｡ 

 

 

 

 

 



 

 

令和 年 月 日 

 

 

          売主  札幌市中央区北１条西２丁目 

             札幌市  

代表者 市長  秋元 克広       印 

 

          買主  住 所  

   氏 名  

 印 

    

   住 所  

   氏 名  

                       印 

  


